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1 

項   目 主な取組み状況等 所      見 所見に対する回答 

１．地震などの大規模

災害時における旅客

の避難誘導・帰宅困難

者対応に関する事項 
（１）地震などの大規

模災害時におけ

る対応体制等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

・ 東海旅客鉄道株式会社（以下「ＪＲ東

海」という。）では、東海地震、東南海

地震などの大規模災害等に備え、周到か

つ十分な災害予防、発災時における迅速

かつ円滑な災害応急対策、鉄道施設等の

迅速かつ適切な災害復旧等、防災に関し

取るべき措置を定め、防災対策の総合的

かつ計画的な実施を図ることを目的と

した「防災業務計画」を策定している。 

 

・ 「防災業務計画」に基づき、災害対策

本部の設置等発災時における業務体制、

非常参集体制及び情報収集・伝達体制等

具体的な対策を実施するための「防災業

務実施計画」が、本社、各鉄道事業本部

等で定められている。 

 

・ 各管理駅においても、各計画に基づき

防災業務を円滑に実施するための「地震

防災マニュアル」、さらに、発災直後の

 

 

 

 

・ 近年、東南海・南海地震等

を想定した防災意識が高ま

っている中、鉄道事業者に求

められている役割は重要で

ある。利用者の安全確保の観

点から、常日頃から万全な態

勢を整えておくことが重要

であり、今後とも引き続き実

効性を持つよう教育・訓練等

を通じて現場に浸透させて

いくことが期待される。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ これまでも大規模災害に

備えた社員教育・訓練等を

継続的に実施しておりま

す。今後も引き続き、お客

様の安全確保のために万全

な態勢を整備してまいりま

す。 
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初動体制を示したマニュアルがそれぞ

れ整備されている。 

 

・ 非常参集体制については、最大震度６

弱以上の地震が発生した場合に駅社員

が直ちに駅に参集することを予め定め

るなど、東海鉄道事業本部、および新幹

線鉄道事業本部いずれにおいても、地震

発生時の自主参集基準を定めている。 

 

・ 駅における旅客の避難誘導について

は、各駅に備え付けている「地震防災マ

ニュアル」で避難場所を定めた上で、避

難場所の案内図を作成して掲示すると

ともに、避難場所のコンパクトな地図を

作成しており、改札口等で配布すること

としている。 

 

・ ＪＲ東海管内の一部区域では、津波に

よる浸水の可能性があることから、旅客

に対する安全確保の取組として、自治体

のハザードマップを基に津波危険予想

地域を定め、その地域内各駅において津

波避難ビルを含めた避難場所の案内図

を掲示している。 

 

・ 津波対策では、東日本大震災から得ら
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（２）帰宅困難者対策 

について 
 
 
 
 
 
 
 

れた教訓として、旅客の安全を最優先に

避難誘導を行うこと等が規定された「津

波避難誘導の心構え」を制定しており、

全社員が共通認識を持ち、日頃から携行

することとしている。          

 

・ 利用者に対する運行状況や災害情報の

案内に関しては、駅構内放送を始め、情

報ボード、デジタルサイネージ、ホーム

ページ等を活用して情報提供すること

としている。 

 

・ 平成２５年度における旅客避難誘導訓

練については、駅や駅間停車列車からの

訓練を計７２回実施している。このう

ち、自治体、警察、消防等と連携した合

同訓練を１４回実施している。 

 

・ 帰宅困難者対策については、主要駅で

のマニュアルの整備、一時滞留場所の確

保、飲料水等の備蓄品の配備、対応訓練

等様々な施策を講じており、主な対策は

以下のとおりである。 

 

・ 乗降客数が多く、多数の滞留旅客が想

定される駅（新幹線１７駅、在来線１３

駅）では、駅施設に滞留旅客が増え続け

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 平成２４年９月には、内閣

府及び東京都が共催し、総務

省、国土交通省、首都圏の地

方自治体や放送・通信・輸送

等関連事業者が参加する「首

都直下地震帰宅困難者等対

策協議会」において最終報告

がとりまとめられ、大規模災

害時における帰宅困難者発
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た場合に備え、駅務員が対応すべき内容

として、自治体・警察への連絡、運行情

報の提供、一時滞留場所への案内や備蓄

品配備駅における配布等について、マニ

ュアルにまとめ、改札口等に配備してい

る。 

 

・ 駅構内における滞留旅客の一時滞留場

所については、主要駅において確保され

ているのみならず、駅構内のグループ会

社においても、一定のスペースが確保で

きる施設を有する箇所については、開放

する体制がとられている。 

 

・ 飲料水等の備蓄品については、東日本

大震災での教訓を踏まえ、多数の滞留が

想定される駅や新幹線停車駅等主要駅

を中心に配備することとし、平成２５年

度末までに、新幹線１７駅の全駅、在来

線５９駅で非常食約４万食、飲料水約４

万本、防寒用アルミシート約５万枚を配

備している。 

 

・ 平成２５年度には、京都駅、新横浜駅

において関係自治体等と合同で、ホーム

よりコンコースへの案内・誘導や一時滞

留場所への誘導等を内容とした帰宅困

生により生じる社会的混乱

を防止するため、 

 ・「大規模な集客施設や駅等

における利用者保護ガイ

ドライン」 

 ・「駅前滞留者対策ガイドラ

イン」 

 などが策定された。 

 

・ この最終報告を踏まえ、鉄

道事業者自ら取り組むこと

が可能な事項については、引

き続き積極的・計画的に行う

よう要請しており、すでに

様々な対策が講じられてい

る。 

 

・ 大規模災害時においては、

大量の帰宅困難者の発生が

想定されるところ、その早期

解消のためにも、鉄道事業者

においては、鉄道運行を早期

に正常化させることが重要

である。一方、鉄道事業者単

独での対策には限界がある

ことから、地方公共団体、民

間事業者等、多様な関係者が

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 参加要請のあった東京都、

名古屋市、京都市の法定協

議会に参加して、「都市再生

安全確保計画」の策定に協

力してまいりました。今後

も引き続き、地方公共団体、

民間事業者等との協力・連

携を通じて、帰宅困難者対

策を進めてまいります。 
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難者対策訓練を実施しており、その他、

会社単独での訓練も１２回行っている。 

 

・ 東京駅、名古屋駅、京都駅周辺地域に

おいて、関係地方公共団体、警察、消防、

周辺企業等と連携して都市再生特別措

置法に基づく法定協議会に参加し、都市

再生安全確保計画の策定に協力してお

り、その計画の中で各関係者の役割分担

の下、ＪＲ東海では、一時滞留場所やト

イレ等の可能な限りでの開放、自治体が

開設する避難所への情報案内等鉄道事

業者が実施すべき役割を担うこととし

ている。 

 

・ 京都駅では、京都市との協定に基づき、

一時滞留場所を確保するとともに、京都

市が補助食品約２千食、飲料水約２千

本、簡易毛布約２千個を準備し、駅に配

備している。 

 

 

 

 

 

 

 

連携し、官民の適切な役割分

担の下、対策を進めることも

重要であり、鉄道事業者にお

いてもその役割のもと、自ら

取り組むことが可能な事柄

については引き続き積極的

に実施していくことが期待

される。 
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２．運賃等に関する事 
項 
（１） 運賃・料金の誤 

表示・誤収受につ

いて 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

・ 運賃・料金の誤表記、誤収受等につい

ては、前回の監査以降、駅係員が使用す

る運賃早見表の誤表記が１件と、誤収受

が８件発生しており、誤収受の原因とし

てはヒューマンエラーによるつり銭の

誤混入によるものが２件、自動精算機の

部品の不備によるものが１件、システム

設定のミスによるものが５件あった。 

 

・ 平成２１年８月と同２２年２月に発生

した誤収受は、駅員によるつり銭の装填

ミスであり、同社ではつり銭が自動的に

選別できる機能を持つ券売機を順次投

入することでヒューマンエラーを防止

する仕組みを導入するとともに駅員の

再教育を実施するなど、再発防止に努め

ていることを確認した。 

 

・ 平成２５年３月に発生した誤収受につ

いても、つり銭硬貨の放出を補助する部

品が本来取り付けるべき位置に設置さ

れていなかったことを原因とするもの

であり、同様の事例が生じないように保

守会社における確認を義務付けるとと

もに、当該部品の整備状況の報告を聴取

 

 

・ 今後も運賃関係のシステム

化はますます進むものと見

込まれるが、再発防止の観点

からはＪＲ東海自身による

確認方法についても、更なる

検討が期待される。 

 

 

・ 今後とも、誤収受・誤表示

の防止に努め、適切な運賃収

受を実施していただくよう、

お願いする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 今後とも引き続き、誤表

示・誤収受等の事案を発生さ

せないよう取り組んでまいり

ます。 
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することをルール化して確認の徹底を

図り、再発の防止に努めていることを確

認した。 

 

・ 書面審査及び現地調査を通じて、社内

関係者に対する上記再発防止の業務通

知等に加え、 

 ⅰ 管理社員を対象とした「営業業務検

討会」の中で、発生した誤収受等の

事案をテーマとして取り上げて問

題点の確認や再発防止対策に係る

検討を行っていること 

 ⅱ さらにその内容を今後の業務に活

かすために駅の現場係員において

も定期的に開催される勉強会や訓

練会の場を通じて、議論を深めつつ

情報共有を図っていること 

を確認した。 

 

・ 平成２１年１２月、同２２年３月、同

２５年１０月、同２６年３月及び同年７

月に発生した誤収受等は、いずれもシス

テムの設定ミスによるものであり、これ

らについてはシステムの停止又はプロ

グラムの改修を実施するとともに、それ

ぞれチェック機能を強化するためのシ

ステム改修やマニュアルの整備、システ
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（２）福祉割引につい

て 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ムを改修する者との間の情報連携を強

化することにより、再発の防止に努めて

いることを確認した。 

 

・ 過去３年間に発生したシステムの設定

ミスについては、いずれもＪＲ６社が共

同で使用する販売システムにより発生

したもので、ＪＲ各社は当該システムを

開発・運営する会社に再発防止のための

対策を徹底させている。 

 

・ ＪＲ東海においては、身体障害者及び

知的障害者に対する運賃の割引措置が

既に導入されているとともに、国鉄時代

から引き続き実施している割引措置を

含め、本来は国が社会福祉政策として実

施されるべきものと考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 他方、精神障害者に対する

割引の導入や単独乗車の場

合の距離制限等の条件の撤

廃等について、障害者団体等

から多くの要望が寄せられ

ているとともに、国会におい

ても取り上げられるなど、多

方面から要望等が寄せられ

ている状況もあり、引き続

き、障害者割引の適用拡大等

の検討について、理解と協力

をお願いしたいと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 福祉割引については、本

来、国の社会福祉政策とし

て、国の負担により実施さ

れるべきものと考えており

ます。 
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３．輸送障害時におけ

る文字による運行情

報の提供に関する事

項 
（１）ホーム、改札口

付近、車両におけ

る文字による運

行情報の提供に

関する取組状況 
①ホーム、改札口付

近における取組状

況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

・ ホーム、改札口付近等における運行情

報の提供については、在来線４６駅の改

札口付近に、遅延・運行情報等を文字の

ほか、具体的に遅延が発生している路線

を地図上に表示し、視覚的に伝えること

が可能な「情報ボード」を設置している。

また、在来線９８駅の改札、ホームに設

置されている発車標でも遅延・運行情報

を提供している。特に、遅延に関する情

報については、列車毎に具体的な遅延時

分を表示させることができる発車標を

一部の駅で設置している。 

 

・ 新幹線駅では、主要６駅の改札口付近

に「情報ボード」を、全１７駅の改札、

ホームに発車標を設置し、文字等による

運行情報の提供が行われている。 

 

・ 文字情報の提供ができない駅において

も、改札口等において、急告板等を利用

するなど、可能な限り遅延・運休情報等

を掲示することとしている。 

 

 

 

 

 

・ 文字による運行情報の提供

は、例えば、旅客が、列車遅

延が生じた場合に運行再開

を待つのか、次にどのような

行動をとるかを判断するた

めに有意義なものであり、特

に聴覚に障害のある方にと

っては重要である。このた

め、ホームや車両等におい

て、文字による運行情報が提

供できるよう、引き続き取り

組むとともに、その内容を充

実させることが期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 今後も引き続き、お客様

に対して迅速に情報を提供

できるよう、取り組みを充

実させてまいります。 
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②車両内における取

組状況 
 
 
 
（２）ホームページ等

における文字に

よる運行情報の

提供に関する取

組状況 
 
 
 
 
 
 
 
４．ＩＣカードに係る

情報管理に関する事

項 
 
 
 
 
 
 
 

・ 車両については、東海道新幹線全編成

全車両の車内テロップ、在来線は一部の

車両の車内テロップにおいて、文字によ

る運行情報の提供が可能となっている。 

 

・ 自社のホームページにおいては、災害

や事故等により一定時間の遅延や運休

が発生した場合に、文字による運行情報

を提供している。掲載基準は、列車に運

休が発生した場合、また新幹線及び在来

線特急列車が１０分以上遅れた場合、さ

らに在来線の普通列車等が朝夕の通勤

時間帯に１０分以上、その他は３０分以

上遅れた場合を目安にしている。掲載方

法は、指令からの情報を基に、ホームペ

ージに入力することとしている。 

 

・ 個人情報の保護については、規程の整

備・適切な運用がなされている。情報管

理体制や情報漏えい発生時における対

応体制の整備がされ、特に窓口で個人情

報を取り扱うことの多いＩＣカード

「TOICA」に係る個人情報については、

別に定めた取扱マニュアルにより情報

の取り扱いについて注意を行っている

他、取扱者の限定や操作した内容が確認

できる仕組みが構築されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ こうした取り組みの結果、

過去３年間、個人情報の漏え

い事案は発生しておらず評

価できる。 

 

・ 個人情報の保護は重要な課

題であり、一度漏えいが発生

すると当該個人のみならず

会社としても組織全体に係

る大きな損失となることか

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 今後も引き続き、個人情

報管理体制や情報漏えい防

止のための取り組みを維

持・継続し、社員教育を徹

底してまいります。 
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５．その他のサービス

に関する事項 
（１）武豊線の集中旅

客サービス 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・ 全社員を対象とした情報セキュリティ

を含めた研修も実施され、関係各所にも

周知しており、各社員への意識を高めて

いる。 

 

 

 

 

・ 武豊線に導入された「集中旅客サービ

スシステム」は、終日または一部時間帯

駅係員が常駐していなかった駅で、営業

時間帯全ての時間において切符の購入、

ＩＣカードへのチャージが可能となる

ことに加え、新たに設置された「案内セ

ンター」に常駐のオペレーターを配置

し、インターホンや券面確認台を通じて

機器のトラブルや精算等に関する問い

合わせに対応する等、従前に比べ利便性

の向上が大きく図られている。 

 

・ システムが導入された駅には、駅係員

が常駐している拠点駅から日々巡回を

行うこととしており、駅でのトラブル等

の対応に迅速に行える体制が整えられ

ている。 

 

ら、今後も、個人情報の情報

管理体制を維持するととも

に、社員への教育を徹底し情

報漏えい防止のための取り

組みを継続することが期待

される。 
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（２）ハンドル形電動

車いすに係る対

応状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）その他の旅客サ

ービス等 
①外国人向けの案内

情報（表示） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ ハンドル形電動車いす利用者への対応

については、車いす利用者や視覚障害者

などの応対が必要なお客様を含めた「マ

ニュアル」の中で、接客の実践（声かけ、

介助、連絡等）をフローチャートなどに

よりわかりやすく説明している。 

 

・ 他の主要な鉄道事業者と同様に、真に

ハンドル形電動車いすが必要な利用者

について、乗車可能としている。また、

新幹線については、Ｎ７００系による運

行が大半をしめており、改良型ハンドル

形電動車いすの利用が可能となってい

る。 

 

 

・ 主要駅等においては、改札口や発着ホ

ーム、乗車券販売窓口などで２カ国語

（日本語、英語）及びピクトグラムによ

る案内表示を行っており、列車の行先案

内表示器や、一部の近距離券売機を除く

全ての自動券売機で２カ国語対応して

いるほか、新型の指定席券売機では４カ

国語対応している。 

 

・ 新幹線車両においては、安全装置に関

する注意事項は４カ国語で表記されて

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ ＪＲ東海の案内サイン表記

の基本は、日本語・英語・ピ

クトグラムとなっており、見

やすくわかりやすいもので

あるが、平成２６年３月に観

光庁において策定された「観

光立国実現に向けた多言語

対応の改善・強化のためのガ

イドライン」にもあるとお

り、施設特性や地域特性の観

点から、中国語又は韓国語等

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ サイン等の案内表示につ

いては、国籍や年齢を問わ

ず、多くのお客様に対して、

素早く分かりやすくお伝え

できるよう、できるだけ大

きな文字で表示し、日本語

と英語の２カ国語表記を基

本に、国際標準に基づいた

マーク、いわゆるピクトグ

ラムを併記する表示方法が

最適であると考えておりま
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②外国人に対する

駅員教育等 
 

 

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 駅員、乗務員に対する英語教育は、新

入社員研修、駅における勉強会等で基本

的会話ができるよう指導をしている。ま

た、「まごころ英会話」という冊子を作

成し、接客に従事する全社員に配布して

いる。 

 

・ 言葉の指導のほか、中国語・韓国語・

フランス語など複数の言語での対応が

可能となるよう、ピクトグラムも含めた

「接客コミュニケーションシート」を作

成している。駅改札有人窓口にこのシー

トを配置し、質問などを指さしで行い、

それに応対することで円滑なコミュニ

ケーションが図れるよう工夫がされて

いる。 

の表記の必要性が高い施設

については、視認性や美観等

に問題がない限り、中国語又

は韓国語その他の必要とさ

れる言語を含めた表記を行

うことが望ましい、としてい

ることから、今後、案内表記

方法の検討が期待される。 

 

・ 東京オリンピック・パラリ

ンピックに向けて、東京のみ

ならず全国において、これま

で以上に多くの外国人が訪

れることとなることから、更

に迅速で適切な対応が求め

られることが考えられる。教

育とツール整備の両面が充

実されるよう適切な対応が

期待される。 

す。なお、指定席券売機や

安全装置のご利用方法など

については、ご利用のお客

様に対して、詳しくお伝え

できるよう、４カ国語表記

を取り入れております。 

 

 

 

・ 今後とも引き続き、海外

からのお客様に対する接客

サービスの向上に取り組ん

でまいります。 


